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高
等
教
育
の
無
償
化
に
関
す
る
再
質
問
主
意
書 

 

東
京
大
学
が
授
業
料
値
上
げ
を
検
討
し
て
い
る
こ
と
に
対
し
て
、
授
業
料
値
上
げ
反
対
の
東
京
大
学
内
で
の
集
会
に
五
百
人

が
集
ま
る
な
ど
、
批
判
の
声
が
広
が
っ
て
い
る
。 

 

東
京
大
学
総
長
は
六
月
十
日
に
コ
メ
ン
ト
を
発
表
し
、
授
業
料
の
値
上
げ
を
検
討
し
て
い
る
背
景
と
し
て
、
「
国
か
ら
の
運

営
費
交
付
金
や
授
業
料
収
入
な
ど
、
限
ら
れ
た
財
源
を
活
用
し
て
、
教
育
研
究
環
境
の
充
実
に
加
え
、
設
備
老
朽
化
、
物
価
上

昇
や
光
熱
費
等
の
諸
費
用
の
高
騰
、
人
件
費
の
増
大
な
ど
に
対
応
せ
ね
ば
な
り
ま
せ
ん
」
と
述
べ
て
い
る
。 

 

一
方
、
国
立
大
学
協
会
は
六
月
七
日
に
声
明
を
発
表
し
、
「
国
家
予
算
が
厳
し
さ
を
増
す
に
つ
れ
、
国
立
大
学
の
活
動
を
支

え
る
基
盤
経
費
（
運
営
費
交
付
金
）
は
減
額
さ
れ
た
ま
ま
で
す
。
加
え
て
、
社
会
保
険
な
ど
の
経
費
の
上
昇
、
近
年
の
物
価
高

騰
、
円
安
な
ど
に
よ
り
基
盤
経
費
を
圧
迫
し
、
実
質
的
に
予
算
が
目
減
り
し
続
け
て
い
ま
す
。
ま
た
、
働
き
方
改
革
の
実
現
の

た
め
、
大
学
教
職
員
、
学
校
教
員
や
医
師
を
確
保
す
る
必
要
も
出
て
き
ま
し
た
。
そ
の
中
に
あ
っ
て
も
質
の
高
い
教
育
研
究
活

動
を
維
持
・
向
上
し
て
い
く
た
め
に
、
寄
付
金
な
ど
の
外
部
資
金
や
自
ら
収
入
を
増
や
す
努
力
も
進
め
て
い
ま
す
。
そ
う
し

て
、
我
が
国
の
課
題
、
ま
た
地
球
規
模
の
課
題
の
解
決
に
、
教
育
と
研
究
を
通
じ
て
全
力
で
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。
し
か

し
、
も
う
限
界
で
す
。
」
と
述
べ
て
い
る
。 
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私
は
、
五
月
二
十
二
日
に
「
高
等
教
育
の
無
償
化
に
関
す
る
質
問
主
意
書
」
を
提
出
し
た
。
し
か
し
、
岸
田
政
権
の
決
定
し

た
答
弁
書
で
は
、
大
学
や
学
生
、
国
民
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
を
ど
う
打
開
す
る
の
か
、
全
く
見
え
な
い
。 

 

そ
こ
で
、
以
下
、
質
問
す
る
。 

一 

「
国
立
大
学
を
取
り
巻
く
財
務
状
況
の
悪
化
」
は
、
国
立
大
学
協
会
が
声
明
に
お
い
て
「
も
う
限
界
で
す
」
と
述
べ
る
よ

う
な
状
況
に
あ
る
こ
と
を
、
政
府
は
認
識
し
て
い
る
か
。 

二 

国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
は
、
二
〇
〇
四
年
の
一
兆
二
千
四
百
十
五
億
円
か
ら
二
〇
二
四
年
の
一
兆
七
百
八
十
四
億

円
へ
と
千
六
百
三
十
一
億
円
、
十
三
％
減
に
な
っ
て
い
る
。
国
立
大
学
協
会
に
よ
る
と
、
こ
の
減
額
は
、
「
中
堅
・
地
方
大

学
二
十
大
学
分
」
に
相
当
す
る
。 

 
 

政
府
は
「
国
立
大
学
の
危
機
的
な
財
務
状
況
を
改
善
」
す
る
た
め
に
、
来
年
度
予
算
、
又
は
補
正
予
算
編
成
に
お
い
て
、

国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
を
、
物
価
上
昇
、
人
件
費
の
増
大
、
設
備
老
朽
化
、
教
育
研
究
環
境
の
充
実
に
対
応
で
き
る

よ
う
、
抜
本
的
に
増
額
す
べ
き
で
は
な
い
か
。 

三 

私
の
「
高
等
教
育
の
無
償
化
に
関
す
る
質
問
主
意
書
」
に
対
し
て
、
岸
田
内
閣
は
「
国
立
大
学
に
つ
い
て
は
、
全
国
的
な

高
等
教
育
の
機
会
均
等
の
確
保
に
つ
い
て
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
も
の
と
認
識
し
て
い
る
」
と
答
弁
し
て
い
る
。
こ
の



 

３ 

 

認
識
は
、
国
立
大
学
が
全
国
四
十
七
都
道
府
県
に
設
置
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
加
え
て
、
国
立
大
学
の
授
業
料
が
私
立

大
学
の
授
業
料
に
比
べ
て
、
相
対
的
に
低
く
な
っ
て
い
る
こ
と
に
も
と
づ
く
認
識
か
。 

 
 

国
立
大
学
の
授
業
料
が
私
立
大
学
の
授
業
料
に
比
べ
て
、
相
対
的
に
低
く
な
っ
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
ほ
と
ん
ど
の
国
立

大
学
が
国
立
大
学
法
人
化
以
降
の
二
十
年
間
、
授
業
料
を
据
え
置
い
て
き
た
こ
と
が
、
「
教
育
を
受
け
る
権
利
」
を
保
障
す

る
上
で
、
ど
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
し
て
き
た
と
、
政
府
は
認
識
し
て
い
る
か
。 

四 

東
京
大
学
の
授
業
料
が
値
上
げ
に
な
っ
た
場
合
、
「
特
に
地
方
出
身
者
や
女
子
学
生
が
進
学
し
づ
ら
く
な
り
、
多
様
性
が

失
わ
れ
る
」
と
の
指
摘
が
あ
る
。
東
京
大
学
の
学
生
の
中
で
の
女
子
学
生
の
比
率
を
高
め
る
こ
と
、
ま
た
、
地
方
出
身
者
の

進
学
の
機
会
を
保
障
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
政
府
は
ど
の
よ
う
な
意
義
が
あ
る
と
考
え
る
か
。
ま
た
、
東
京
大
学
の
授
業
料

値
上
げ
が
、
女
子
学
生
や
地
方
出
身
者
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
、
政
府
は
ど
う
考
え
て
い
る
か
。 

 

右
質
問
す
る
。 


